
中大口径管の包括的民間委託に関する

第１回 サウンディング型市場調査

事前説明会

令和元年11月12日

横浜市 環境創造局 下水道管路部 管路保全課
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説明内容

管路ストックマネジメントの現状と課題

管路ストックマネジメントの推進に向けた取組

中大口径管の包括的民間委託の業務概要

今後のサウンディング調査の進め方

質疑応答
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管路ストックマネジメントの
現状と課題
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下水道事業を取り巻く現状

持続的かつ効果的・効率的に下水道サービスを提供する

下水道事業においては
「ヒト」、「モノ」、「カネ」の問題が深刻化している
ヒト 職員数の減少

平成9年度に比べて、
6割程度に減少している

モノ 老朽化施設の急増

20年後には全体の34%
が50年以上経過する

カネ 厳しい経営環境

経費回収率100%以上の
自治体が2割程度と少ない

民間事業者の技術力・ノウハウ

を 大限に活用
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下水道管路が老朽化の進行により破損すること
で、下水道管路の閉塞や道路陥没等が発生して
いる

破損した下水道管路 道路陥没

道路陥没の発生

下水道管路施設を取り巻く現状
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横浜市の下水道整備費と普及率
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昭和55年度～平成６年度

昭和55年から平成6年にかけて年間1,000億円を超える投資
⇒下水道普及率を向上⇔膨大な量の施設を整備



横浜市の管路の基礎データ

(平成２９年度末時点)

図 横浜市合流区域図
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排除方式 面積

合流地区(赤) 10,843ha

分流地区(緑) 29,193ha

管路ストックと老朽化の進行

現在

約3,000km 約8,300km

【布設後50年以上経過した下水道管の分布図】

約900km

10年後 20年後

 下水道管11,900km、人孔53万個、取付管140万個

 今後、10年後以降、急速に老朽化が進行し、20年後には、
布設後50年以上経過した管きょが全体の約70％に達する。

＜既投資額2.7兆円＞
(全投資額3.7兆円の70%)
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【布設後50年を経過した下水道管の延長】 （約・km）

管径800mm未満（小口径管） 約10,000km

管径800mm以上（中大口径管） 約 1,900km

管径と経過年数の内訳

管径区分 現在 10年後 20年後 総延長

累計
900
(7%)

3,000
(25%)

8,300
(70%)

11,900
(100%)

小口径管
内径800mm

未満
700 2,400 6,800 10,000

中大口径管
内径800mm

以上
200 600 1,500 1,900

（平成30年度末） 9
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 破損・劣化等の下水道管に起因する道路陥没件数は増加傾向

破損 鉄筋の露出 道路陥没

【下水道管に起因する道路陥没件数の推移】

陥没件数は年々増加傾向

下水道管に起因する道路陥没
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取付管起因が多いものの、
近年は本管起因も増加。



管路施設の維持管理の状況
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小口径管

• これまで実施してきた定期的な清掃に加え、ノズル

カメラによる計画的なスクリーニング調査を実施す

ることで状態を把握し、予防保全中心の維持管理を

行っています。

• 現在布設後30年以上経過して

いる小口径管（約6,800km）を

重点的に、平成30年度から点

検調査を年間約1,200km実施し

ています。

維持管理における取り組み状況（小口径管）
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計画的業務 H30 R1 R2 R3 R4

清掃

スクリーニング

詳細調査

計画・設計

工事

＜状態監視保全を中心とした施設管理の取り組み＞
小口径管（10,000km）

・清掃 年間約1,400km
・スクリーニング調査 年間約1,200km（H30年度から着手）

→異常箇所への対応は各区土木事務所で実施中。
・詳細調査 年間約120km（R1年度から着手）

⇒今後も引き続き、個別業務で実施。
⇒従来通り、包括的民間委託対象外。

着手

着手

着手

着手

状態監視保全を中心とした今後の維持管理業務



管路施設の維持管理の状況
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中大口径管

• これまで状態把握のための技術が確立されておらず、

事後保全中心の維持管理を実施してきました。

• 近年、状態把握に必要な高度な技術や、中大口径

管用のテレビカメラ等特殊な機器が開発されていま

す。

• 現在布設後30年以上経過している中大口径管（約

1,500km）を重点的に、平成30年度には詳細調査

を年間約150km実施しました。

＜状態監視保全を中心とした施設管理の取り組み＞

 中大口径管（1,900km うち30年以上経過1,500km）

●30年以上経過管の詳細調査実施計画を策定

H30から計画的な維持管理を実施

・詳細調査 年間150㎞（30年以上経過管を10年間で調査）

異常箇所400箇所を確認。（H30）

→個別に対応中

⇒今まで以上に迅速かつ適切な対応を図る必要がある

⇒【包括的民間委託】の導入を検討 14

維持管理における取り組み状況（中大口径管）
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維持管理における取り組み状況（中大口径管）

路線ごとに詳細調査実施年度を
指定

2018(H30)～2020(R2)は個別業務で実施
2021(R3)以降は包括的民間委託での実施を想定

中大口径管における不具合事例

H30詳細調査(120km）で緊急修繕が必要と判定された箇所数 ： ４０７件※

※（内訳）本管部：約120件，人孔部：約210件，取付管部：約40件，その他：約30件
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異常種別 箇所数

腐食・破損・クラック 120箇所

取付管異常 42箇所

土砂堆積 2箇所

その他本管異常（継手ズレ・浸入水・モルタル付着等） 72箇所

人孔蓋異常（地上・中間スラブ） 17箇所

インバート等洗堀 11箇所

副管異常（つまり・破損等） 18箇所

足掛金物異常（欠損・腐食） 96箇所

その他異常 29箇所

計 407箇所

⇒・即時対応可能な異常箇所は、土木事務所で対応中

・その他は、環境創造局下水道管路部で対応方法を検討中



中大口径管における不具合事例

管口の破損・堆積

大規模な土砂堆積腐食による鉄筋露出

取付管異常（閉塞不良）

本管 本管

人孔 取付管

不具合事例

17

管路ストックマネジメント推進に

向けた取り組み状況
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時間計
画保全

事後
保全

・時間計画保全
布設後50年以上経過エリア

・事後保全
全市エリア

状態監視
保全 事後

保全
時間計画

保全

・全市エリア

時間計画保全から状態監視保全へ

これまで

「時間計画保全」と「事後保全」
を組合せて実施

中期経営計画2018からは

「状態監視保全」を中心に実施
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 机上スクリーニングやスクリーニング調査、詳細調査等
の計画的業務を中心に、修繕や改築等の対象施設を選
定。

状態監視保全を中心とした
計画的維持管理・改築の推進
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計画的業務



清掃・ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ調査

管路マネジメントサイクル

修 繕・改 築 計 画・設 計

清掃

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画の策定等布設替え 管更生

下水道台帳管理ｼｽﾃﾑ

データ蓄積
データ活用

データ蓄積

小口径管用TVｶﾒﾗｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ調査

データ蓄積

詳細調査
中大口径管用TVｶﾒﾗ
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近年の発注状況と今後の業務の見通し

維持管理業務年間発注状況（小口径管・中大口径管）

⇒件数増による、効率低下や入札不調増の可能性。

清掃 点検 詳細調査 設計 工事

これまで

今後の
見通し



管路ストックマネジメントの推進に
向けた取り組み

下水道管路の急速な
老朽化

時間計画保全から
状態監視保全へ

(マネジメントサイ
クルの導入）

中大口径管の維
持管理の重要性

改築工事
（調査設計・発注業務）

の増加

幹線維持管理業務
（監督・発注）の増加

課題

包
括
的
民
間
委
託
の
検
討

Ｈ30年度

限られた職員
（リソース）

緊急対応・改築工事
の増加

下
水
道
管
の
維
持
管
理
を
中
心
と
し
た

計画策定、
データ管理業務

の増加

新
た
な
管
路
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
サ
イ
ク
ル
の
推
進

ノ
ズ
ル
カ
メ
ラ
に
よ
る

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
調
査
に
着
手

計
画
的
な

幹
線
調
査
に
着
手

緊急対応(設計・発注業務)
の増加

R1年度以降
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中大口径管の包括的民間委託の
業務概要
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包括的民間委託とは

・包括的民間委託とは

複数の業務をパッケージ化し（まとめて）、複数年業務として発

注することで、下水道サービスの質を確保しつつ、受託者の創意

工夫を活かした、効率的な業務を行う方式。

現状の維持管理（単一業務・単年契約）から包括的民間委託

（複数業務・複数年契約）へ移行することにより、業務の効率性・

迅速性等において効果が期待される。

下水道管路管理の包括的民間委託推進マニュアル(案) （（公財）日本下水道新技術
機構）から抜粋
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包括的民間委託とは

26

導入前 導入後

業務

各業務を個別に発注 業務をパッケージ化して発注

契約
期間

1年
青 1年
橙 複数年

清掃委託

・包括的民間委託の一般的なイメージ

調査委託

点検委託

設計委託

工事請負

清掃委託

点検委託

＜包括的民間委託＞
・調査委託
・設計委託
・工事請負



横浜市の中大口径管の包括的民間委託の
導入目的と効果

一連の業務を複数年度でのパッケージ化による
今まで以上の迅速かつ適切な対応

管理業務の一層の効率化

民間事業者のノウハウやアイデア・創意工夫の活用

包括的民間委託の導入

重大事故の未然防止
ストックマネジメントの推進
市民の安心・安全の確保と
安定的な下水道サービスの提供

の実現
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 計画的な調査・清掃、緊急的な清掃・修繕工事

中大口径管の包括的民間委託業務概要

※ 詳細調査には事故、災害等に起因する緊急的な調査を含む 28



包括的民間委託の導入検討にあたり重要な視点

• 本市の下水道管の状況を熟知している市内企業の参画

• 市内企業がより参画しやすい枠組みの検討

• 地域の管路施設の状況に応じた効率的な詳細調査や
緊急清掃・緊急修繕の迅速な実施

• 地域の交通事情や土地利用等の特性に応じた迅速
かつ適切な下水道管の維持管理の実現
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複数業務を複数年（３年間、R３～R５）で発注

●対象施設
内径800mm以上の中大口径管及び接続する人孔、取付管※1

（人孔とは蓋・足掛金物も含みます。）

●対象地区 ： 横浜市内全域

●対象業務
①詳細調査（テレビカメラ・目視等）業務(緊急詳細調査含む)

②計画的清掃業務及びこれに伴う汚砂運搬業務
③緊急清掃業務、緊急修繕工事（※1 本管内から対応する取付管含む）

④業務の統括及びマネジメント業務
30

中大口径管の包括的民間委託業務概要



対象とする業務の想定量
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計画的詳細調査 150km → 450km

計画的清掃 5km → 15km

緊急清掃・修繕 400箇所 → 1200箇所

３年１年

①詳細調査業務

業務内容

・布設年度等に基づき計画的に実施する計画的詳細調査
・陳情・苦情・事故等に起因して緊急的に実施する緊急的詳細調査
・全市域で布設年度の古い路線から調査を実施

対象管きょ

・30年以上経過管 約1,500kmの一部路線
・計画的調査 ： 約450km/3年間

想定している調査方法

・管内潜行目視調査工（主に雨水管）
・中大口径管（800mm以上）用テレビカメラ調査工（主に合流管、汚水管）
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中大口径管の包括的民間委託業務概要



33

R３～R５調査計画図
赤（計画的調査）

②計画的清掃業務

業務内容
・H30からR2までに実施した詳細調査の結

果、清掃が必要と判断された路線を対象
とした計画的清掃業務

・清掃に伴い発生した汚砂の運搬業務

対象管きょ
・30年以上経過管 約1,500kmの一部路線
・約15km/３年

想定工法
・吸引車清掃工、その他（バケット清掃工など）

図 吸引車清掃工のイメージ
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中大口径管の包括的民間委託業務概要



③緊急清掃業務・緊急修繕工事

業務内容

・①詳細調査の実施や、陳情・苦情・事故等に伴い実施する、
緊急的清掃業務

・①詳細調査の結果や、陳情・苦情・事故等に伴い実施する、
緊急的修繕工事（管内から対応する取付管含む）

・清掃に伴い発生した汚砂の運搬業務

対象箇所

・緊急的清掃業務 ： 約30箇所 （H30実績に基づく想定）
・緊急的修繕工事 ： 約1,200箇所 （H30実績に基づく想定）
・市内全域の中大口径管を想定

想定工法

・緊急的清掃清掃業務は②同様、緊急的修繕工事は次ページ参照 35

中大口径管の包括的民間委託業務概要

(参考）緊急的修繕の一般工法

「下水道管路管理積算資料-2015-」（日本下水道管路管理業協会）をもとに作成36

中大口径管の包括的民間委託業務概要



④統括・マネジメント業務

業務内容

・横浜市との総合調整

・①～③業務間調整、進捗・工程管理、照査等

37

中大口径管の包括的民間委託業務概要

中大口径管の包括的民間委託業務概要

・詳細調査と計画的清掃の実施時期の関係

2018
H30

2019
R1

2020
R2

2021
R3

2022
R4

2023
R5

詳細調査

計画的
清掃

個別 個別 個別 包括

包括

2024
R6

計画的清掃は、H30～
R2に詳細調査を実施し
た中大口径管から選定

・・・・・・・・

38



＜本市と包括的民間委託受託者との関係性(案)＞

横浜市
（発注者・監督者）

進捗・作業状況、
成果報告、調整等

受託者

39

詳細調査業務
（計画的・緊急的）

修繕業務
（緊急的）

清掃業務
（計画的・緊急的）

統括・マネジメント
業務

中大口径管の包括的民間委託業務概要

●アンケート調査では、本市の考えに対する民間企業の皆さ
まの考えについて伺います。

サウンディング調査における本市の視点

40

質問①
包括的民間委託の認知度と参入に対する意欲

「包括的民間委託」そのものに対する認知度や皆さまの考え
について伺います。



委託の実施可能性や、具体的な内容を検討するため、包括
的民間委託への参入意向や、委託に含めることが望ましい
業務やその範囲、期間、施設、エリア、中大口径管の清掃や
修繕工事において実施可能な具体的な工法名等を伺いま
す。

サウンディング調査における本市の視点

41

質問⑤
横浜市が想定している包括的民間委託について

42

●分割例のイメージ

清
掃

緊急
修繕

調
査

包括期間：3年間
対象管径：φ800mm
対象地域：市内1,900km
対象業務：詳細調査450㎞、清掃、緊急修繕

例１
対象延長により分割

例２
対象エリアにより分割



サウンディング調査における本市の視点

43

質問⑥
管路包括的民間委託に参入する際の体制

入札参加資格や技術評価基準を検討するため、具体的な
参入体制や想定している企業構成について伺います。

入札参加資格や技術評価基準、委託の具体的な内容を検
討するため、民間企業が考える、参入しやすい条件や配慮を
望む事項について広く意見を伺います。

サウンディング調査における本市の視点

44

質問⑦
参入しやすい委託内容や市に配慮を望む事項



今後のサウンディング調査の進め方

45

サウンディング調査の全体の流れ
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46



アンケートの提出方法

「アンケート調査票」を本日、配布したCDまたは本市ホームペー
ジからダウンロードの上、必要事項を記入し、Ｅメールにより、回
答期限までに下記申込先へご提出ください。

提出は、１法人または１法人のグループでとりまとめてご提出お
願いします。

なお、本市ホームページへのアップは11月12日（火）17:00ま
でに行います。

＜回答期限＞ 令和元年11月29日（金）17：00まで

＜申 込 先＞ E-mail：ks-hozeniji@city.yokohama.jp

（環境創造局管路保全課ストックマネジメント担当）

＜メール件名＞ 「【アンケート提出】企業名」としてください。

＜メール添付＞ 「アンケート調査票」
47

今後のスケジュール

R1年度 R2年度 R3年度

入
札
公
告

事
業
実
施

契
約

10月 11月 12月 1月 4月 7月 10月 1月 4月

サ
ウ
ン
デ
ィ
ン
グ
調
査

事
業
者
の
選
定
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説明会の参加及びアンケートの取扱い

• 説明会への参加実績は、事業者公募における評価の対象と
はなりません。

• 説明会の開催と合わせ、事業内容等に関するアンケートを実
施します。

• アンケート内容は、今後の公募資料の検討において参考とさ
せていただきます。

• アンケートの実施結果については、概要をホームページ等で公
表する予定です。

• 質問者及びアンケート回答者の名称及び企業ノウハウに係る
内容は、公表しません。ただし、「横浜市の保有する情報の公
開に関する条例」等関連規定に基づき公開の対象となること
があります。

• アンケート調査票でご質問いただいた内容についても同様の
扱いとさせていただきます。
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＜本説明資料における数量や工法について＞

これまでお示しした事業概要や数量、工法等は

現時点での想定しているものです。

委託内容等については、サウンディング調査等

を踏まえ、検討を進めていきます。
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